
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名　　鹿児島県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

157,878 277,437 19,432 454,747

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 812,833 807,738 5,095 3,129 538 1,621,060

母子寡婦福祉資金
貸付事業特別会計

372 149 223 0 12 981

中小企業支援資金
貸付事業特別会計

1,618 980 638 0 11 3,806

中小企業従業員
住宅事業特別会計

24 2 22 22 - -
農業改良資金

貸付事業特別会計
345 227 118 0 4 -

農業改良資金貸付事業
特別会計（就農支援）

161 84 77 0 - 455

林業・木材産業改善資金
貸付事業特別会計

475 60 415 0 2 -
沿岸漁業改善資金
貸付事業特別会計

389 115 274 0 3 -
公共用地取得先行事業等  特

別会計（用地取得先行）
724 724 0 0 345 697

公共用地取得先行事業等  特
別会計（土地開発基金)

107 83 24 24 - -

公債管理特別会計 177,067 176,984 83 83 141,640 -

一般会計等 994,115 987,146 6,969 3,259 1,627,000

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

工業用水道事業特別会計 142 194 △ 52 337 - 1,158 0 法適用企業

病院事業特別会計 16,966 16,772 194 4,423 3,542 11,303 8,658 法適用企業

港湾整備事業特別会計 10,515 10,378 137 132 1,891 47,694 13,008

公営企業会計等　計 4,892 60,155 21,666

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

一部事務組合等　計

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

鹿児島県市町村土地開発公社 △ 153 3,232 42 - - - - -
肥薩おれんじ鉄道 △ 155 877 621 - - - - -
鹿児島県文化振興財団 18 1,396 1,050 - - - - -
鹿児島県環境技術協会 △ 40 1,316 3 - - - - -
鹿児島県環境整備公社 0 49 17 2 2 - - -
屋久島環境文化財団 7 829 510 - - - - -
鹿児島県民総合保健センター 33 758 5 - - - - -
鹿児島県角膜・腎臓バンク協会 0 106 35 2 - - - -
鹿児島県生活衛生営業指導センター △ 1 8 2 25 - - - -

南薩地域地場産業振興センター △ 9 417 5 - - - - -

奄美群島地域産業振興基金協会 1 215 3 - - - - -

かごしま産業支援センター △ 22 5,947 3,790 71 1,022 - - -

鹿児島県雇用支援協会 △ 1 15 2 - - - - -

鹿児島勤労者いこいの村 1 19 2 - - - - -

地方債現在高
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鹿児島県国際交流協会 16 1,101 500 1 - - - -

鹿児島県地域振興公社 △ 1 6,881 318 2,592 - - 324 32

鹿児島県農業・農村振興協会 1 1,037 500 38 220 - - -

鹿児島県野菜価格安定資金協会 7 919 6 90 - - - -

鹿児島県果実生産出荷安定基金協会 1 157 25 0 - - - -

鹿児島県糖業振興協会 55 1,211 275 - - - - -

鹿児島県家畜畜産物衛生指導協会 17 315 20 54 - - - -

鹿児島県種豚改良協会 △ 4 22 5 8 - - - -

鹿児島県畜産協会 △ 2 1,052 135 525 - - - -

鹿児島県生乳検査協会 1 161 25 - - - - -

鹿児島県林業担い手育成基金 10 2,394 2,343 8 - - - -

鹿児島県森林整備公社 0 21 5 588 636 - 9,808 9,808

万之瀬川水源基金 0 31 15 8 - - - -

かごしまみどりの基金 △ 2 479 200 - - - - -

鹿児島県栽培漁業協会 17 1,361 300 40 - - - -

鹿児島県土地開発公社 △ 11 183 50 80 48 3,383 - 0

鹿児島県建設技術センター 25 482 3 - - - - -

鹿児島県道路公社 1,244 17,993 6,908 - - 6,197 - 14,570

鹿児島県住宅供給公社 △ 139 △ 1,261 21 2 11,478 - 6,468 1,941

鹿児島県育英財団 2 502 125 30 9,497 - - -

鹿児島県暴力追放運動推進センター 0 637 488 4 - - - -

地方公社・第三セクター等　計 18,353 4,169 22,903 9,580 16,600 26,350 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 8,694

減 債 基 金 8,737

その他充当可能基金 12,768

充 当 可 能 基 金 計 30,200

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 1.04 0.71 △ 3.75 △ 5.00 239.0

連 結 実 質 赤 字 比 率 1.76 △ 8.75 △ 25.00 27.0

実 質 公 債 費 比 率 15.2 14.7 25.0 35.0 0.0

将 来 負 担 比 率 269.6 400.0

財 政 力 指 数 0.29456 0.308310

経 常 収 支 比 率 97.9 98.9

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。

病院事業特別会計

工業用水道事業特別会計

・・・

港湾整備事業特別会計

資金不足比率
（公営企業会計名）


